【特別決議案】

憲法をあらゆる分野に活かし、くらしと営業の危機突破、

雇用と社会保障の充実めざして全力でたたかおう
生協で働くなかまのみなさん

　福田首相が９月１日、「自民党が総選挙を有利にたたかえるように」という理由で８月に内閣を改造したまま、政権を投げ出してしまいました。１年前の安部首相と同様、無責任極まりない暴挙です。しかも自民党は何の反省もないまま、マスコミを総動員して「華々しい」総裁選挙を演出。支持率を稼いで臨時国会を開会し、「冒頭解散・総選挙突入」をたくらんでいるとさえ報じられています。これ以上、憲法と議会制民主主義、国民世論をコケにする自民党に政権を任せておく訳にはいきません。

生協で働くなかまのみなさん

　国民生活はいま、賃金も年金も増えず、収入が減っているのに、社会保険料や税金の相次ぐ引き上げで否も応もなく支出が増え、しかも原油価格や穀物価格の高騰に投機マネーが拍車をかけ、物価高騰が続くという危機的な状況に追い込まれています。

「後期高齢者医療制度」の強行実施に高齢者は怒りを爆発させ、健康保険組合の財政を危機に陥れています。臨時国会での「廃止法案の採択」が待たれています。燃料の高騰は、農業や漁業、運輸業を直撃し、サンマ漁船やイカ釣り船の一斉休漁で政府の対策を求める闘いが起こっています。「日雇い派遣」をはじめ、パート労働者・委託労働者など非正規雇用労働者が増え続け、その不当で劣悪な賃金がワーキングプア、労働者の貧困化をますます深刻な事態に追いやっています。

憲法25条「国民の生存権」をいまこそ高く掲げ、憲法を活かす政治改革が急がれています。

生協で働くなかまのみなさん

　「非武装・不戦」を宣言する憲法９条はいま、世界の宝といわれています。「核兵器は廃絶することに存在意義がある」を合言葉に核兵器廃絶めざす「20ヶ月行動」が動き出しています。ところが自民・公明政権は、「米艦船への無償の給油活動」「在日米軍基地の沖縄での拡充とグアム移転」への膨大な税金投入、そして「自衛隊海外派兵恒久法」の成立を企てています。

　しかしなかまのみなさん。私たちはこの一年間のたたかいのなかで、「国民の世論と運動で政治は動かせる」という時代に入ったことを実感してきました。来るべき総選挙で、憲法をあらゆる分野に活かし、「平和とよりよいくらし」をめざす政治革新をかちとろうではありませんか。
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